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第一章 序章 
 
1.1 背景 
 
力センサは材料試験，衝突試験などの各種試験やロボットの運動制御など，動
いている力を計測するために多くの場所や分野で広く使用されている．しかし
ながら，力センサは静的な力で校正するため，動的な力を計測する際に誤差が生
じてしまう．また動的な力の計測方法も確立していないため，どのくらいの誤差
が生じているのかを正確には計測できていない．これらのことから，力センサの
動的な校正方法の確立，動的特性評価法の確立が求められている． 
そこで当研究室では，浮上質量法を用いた動的な校正法および動的特性評価
の提案をしている [1-2]．浮上質量法に関して詳しい説明は次項で述べるが，浮
上質量法を用いることで，力センサに作用する動的な力を高精度に測定するこ
とが可能である．そのため力センサの計測値と浮上質量法で測定した力を比較
することで動的な誤差を算出することができる．また当研究室では，力センサが
動的な力を計測する際，力センサの変形によって、慣性力が働いてしまうことが
動的誤差の原因であることを確認した [8]．そこで，あらかじめ力センサの慣性
質量を推定し，力センサ自体に加速度センサを取り付けることにより力センサ
の動的な補正が可能であることを明らかにした [3-7]．さらに，加速度センサで
加速度を計測する代わりに，力センサの出力を二回微分することで力センサの
加速度と比例した値を求めることが出来，加速度センサ無しでも動的校正がで
きることを明らかにした．これは力センサの出力は変位の量と比例関係にある
ためである．したがって動的校正に必要になるのは，力センサの出力データと力
センサごとの動的補正係数のみである [8]． 
この方法で校正する場合，これまでの研究により一定の条件下での補正効果
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は確認されているが，衝突時間の半値全幅が異なる際の補正効果の検証や，慣性
質量を変更したときの動的校正係数の算出方法などの確立などが必要である． 
また当研究室では校正用のソフトウェア開発をしている [9]．このソフトウェ
アに半値全幅が異なる際の補正効果の検証結果と慣性質量を変更したときの動
的校正係数計算法を含めた改良を行う．ソフトウェアは動的構成法での補正や
誤差の表示をし，力センサの測定データを読み込むことで動的な校正したデー
タと動的な誤差を csv ファイルとして出力するものである．簡便に動的な補正が
可能になることで，学術や産業界においても大きなプラスになると考えられる． 
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1.2 浮上質量法 
 
浮上質量法は，当研究室で提案している慣性力を高精度に測定する方法であ
る．Fig.1 に浮上質量法の概略図を示す．浮上質量法は，測定する物体を浮上支
持し，光波干渉計を用いて物体の加速度を測定することにより F=Ma の式より
動的な力を算出する．物体を浮上支持する方法として，浮上質量法では静圧空気
直動軸受を用いている．静圧空気直動軸受は，圧縮空気を用いて可動部を空気膜
で浮上支持し，高精度な運動特性と無視できる程度の小さな摩擦特性を実現し
ている．また，浮上支持している物体にはコーナーキューブプリズムが取り付け
てあり，光波干渉計によってドップラーシフト周波数を測定する．ドップラーシ
フト周波数から速度が求まり，速度を時間微分することにより加速度を求め，積
分することで位置が求まる．求めた加速度と物体の質量の積により慣性力が求
まる． 
 
Fig.1 浮上質量法の概略図 
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1.3 光波干渉計 
 
浮上質量法で動的な力を測定するためには，浮上支持している質量の加速度
を求める必要がある．そのため光波干渉計を用いて，物体の反射光のドップラー
シフト周波数を測定し，速度を求める．ドップラーシフト周波数の測定には，被
測定物からの反射光に対して，わずかに周波数の異なる光を干渉させ，ビート信
号を検出するヘテロダイン干渉法を用いる．通常，光の周波数は検出できないが，
ヘテロダイン干渉法を用いることにより，光の強度，位相，周波数変化を間接的
に求めることができる． 
本実験では，マイケルソン型干渉計の装置を一部変更したものを使用してい
る．通常，マイケルソン型干渉計では光の反射に鏡を使用するが，その代わりに
コーナーキューブプリズムを用いている．Fig.2 に光波干渉計の概略図を示す． 
 
CC = cube corner prism, PBS = polarizing beam splitter, NPBS = non polarizing beam 
splitter, GTP = Glan-Thompson prism, PD = photo diode, LD = laser diode 
Fig.2 光波干渉計の概略図 
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光源にはゼーマンタイプの二周波 He-Ne レーザを用いている．二周波のレー
ザは直交偏光であり，偏光ビームスプリッタにより信号光と参照光に分かれる．
信号光は測定物に取り付けられた CC(コーナーキューブプリズム)で反射し再び
PBS(偏光ビームスプリッター)に入射する．測定物に速度がある場合信号光はド
ップラーシフトする．参照光も CC で反射して再び PBS に入射するが、CC が固
定してあるためドップラーシフトは起こらない． 
CCで反射した後に PBSに入射した信号光と参照光は偏光板により 45°偏光さ
れ PD(フォトダイオード)の表面に干渉が発生する．PDは干渉縞の明暗（光の強
度）を電圧の変化として検出する．PDにより検出された電圧の変化は，周波数
カウンタを用いて周波数として測定する．参照光とドップラーシフトした信号
光の差周波数をビート周波数 fbeat とする．信号光がドップラーシフトしていな
いときの差周波数を frestとする．frestは基本周波数である．物体が静止した状態
の周波数 frestを基準とし，fbeatとの相対的な周波数差から，物体の速度変化に比
例した周波数のシフト量 fDoppler が求まる．fDoppler は周波数カウンタなどのサン
プリング間隔ごとに求められるドップラー周波数である． 
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1.4 歪ゲージ式力センサ 
 
今回使用する力センサは歪ゲージ式力センサである．歪ゲージ式力センサは
実際に力を受け変形するフレーム部分とその変形を測定する歪ゲージで構成さ
れている．様々な種類の力センサがある中で歪ゲージ式力センサは以下のよう
な点で優れている． 
 構造が簡単で質量が小さく，安価である 
 対衝撃性に優れる 
 出力が電気信号なので，データ処理・記録が容易である 
以上のような理由により研究，産業分野において広く利用されている力セン
サである．歪ゲージは薄い絶縁体の上に金属の抵抗体がジグザグに配置されて
いる．歪ゲージは変形を測定する物体に接着剤等で密着しており，物体と同じ変
形をする．歪ゲージが変形すると抵抗体の長さが伸びるとともに断面積が小さ
くなり，電気抵抗が変化する．この抵抗変化を測定することで歪量を測定する．
しかし，この電気抵抗の変化は非常に小さいため，抵抗の変化を測定するために
はブリッジ回路を用いる．抵抗変化に応じた電圧が力センサから出力され，静的
校正係数との積により力のデータとなる．したがって歪量と力センサの出力は
比例関係にある． 
前述したように力を受けたフレーム部分は変形をする．静的な力の場合この
変形は問題とならない．しかし動的な力を受けた場合，変形に寄与する部分に質
量が存在し，慣性力が存在するため問題となる．Fig.3 に力センサの構造の図を
示す．  
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Fig.3 力センサの構造 
力センサは力を測定するとき Fig.3のように変形する．赤色の部分の動きが
慣性力を生じ動的誤差の主な原因となる．そのため力センサで動的な力を測定
するときに，この慣性力を補正する必要がある． 
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1.5 研究目的 
 
本研究の目的は浮上質量法を用いた動的校正方法の構築及び動的校正用ソフ
トウェアの開発である．当研究室では歪ゲージ式力センサの動的校正法につい
て一定の条件下では効果があることを検証している[8]．そこで本研究では様々
な状況下での補正を考慮する．主に動的校正が可能な範囲を広げるために，パル
ス幅(半値全幅)を変化させた場合の校正と，慣性質量が変化した場合の動的校正
係数の算出方法を考察する．補正可能なパルス幅の範囲を調べることと，動的校
正がパルス幅によりどのような影響を及ぼすかを考察する．そして付加質量を
変化させることにより，力センサの動的誤差の主な原因である慣性質量が変化
するため，動的校正係数の再考が必要である． 
また，実験により補正可能なパルス幅が分かれば，動的な補正が可能かどうか
を判定する機能と新たな動的校正係数の算出方法を追加することにより最適な
校正が行えるソフトウェアの作成が可能である． 
これによりユーザーは簡単に動的校正と，補正前の動的誤差の値や補正後の
動的誤差の値を知ることが出来る．将来的に今回作成するようなソフトウェア
を配布することで動的校正を世界的に普及することが可能と考えられる． 
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第二章 力センサの動的校正方法及び動的誤差測定 
 
2.1 実験装置 
 
Fig.4に実験装置の概略図を示す．  
 
CC = cube corner prism, PBS = polarizing beam splitter, NPBS = non polarizing beam 
splitter, GTP = Glan-Thompson prism, PD = photo diode, LD = laser diode 
Fig.4 実験装置概略図 
光波干渉計の光源にはゼーマンタイプの二周波 He-Ne レーザを用いている．
光源から出力された二つの直交偏光を持つレーザ光は，無偏光ビームスプリッ
タ(NPBS)により直進するレーザと反射するレーザに分けられる．直進するレー
ザは偏光ビームスプリッタ(PBS)により信号光と参照光に分けられる．信号光は
測定物に取り付けられたコーナーキューブプリズム(CC)で反射され再び PBS に
入射する．参照光は固定された CC で反射され PBS に戻る．戻ってきた二つの
光はグラントンプソンプリズム(GTP)で偏光されフォトダイオード(PD)で観測
される．PD1 で観測された信号光と参照光の差周波数をビート周波数 fbeat1とす
る．fbeat1は可動部のビート周波数である．検出されたビート周波数を周波数カウ
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ンタ(R5363; ADVANTEST 社製)で測定する．最初の NPBS で反射したレーザ光
は二つ目の NPBS により直進するものと反射するものに分かれる．反射したレ
ーザ光は fbeat1と同じように参照光、信号光と分かれ、PD3で fbeat2として検出さ
れる．fbeat2は力センサの衝突時の振動時のビート周波数である。二つ目の NPBS
で直進したレーザ光は GTP を通り PD1 で frest として検出される．frest は光源の
周波数であり，可動部が静止した状態の fbeat1に等しい． 
本実験では浮上質量法で用いる質量を浮上支持するために静圧空気直動軸受
(Air-Slide TAAG10A-02；NTN社製)を用いている．軸受にはコンプレッサーによ
り空気が供給されている．浮上支持された可動部にはアルミ製及び真鍮製のブ
ロックが取り付けられている．力センサと衝突する反対側にコーナーキューブ 
プリズム(CC)が取り付けてあり，可動部の速度をドップラーシフト周波数とし
て測定する． 
今回使用した力センサは DB200N(昭和測器社製)という大型の S 字型力セン
サである．Fig.5にセンサの外観を示す．センサの S 字構造はやわらかいアルミ
素材で出来ている．そのため高い静的特性を示すが，センサ自体の慣性質量が
あるため動的な誤差が多い．質量はおよそ 0.4 [kg]，静的な力に対する標準不確
かさ 0.06 [N]，定格容量 200 [N]である．力センサの歪み量を歪レコーダ(DC-
204R; 東京測器研究所社製)で測定する．力センサには過剰な力がかからないよ
うに緩衝材が取り付けてある． 
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Fig.5 DB-200Nの構造 
周波数カウンタ，歪レコーダの同期を取るために，レーザダイオード(LD)と
PDを組み合わせた光スイッチを用いる．可動部によりレーザ光が遮断されると
周波数カウンタ，歪みレコーダ等に ADC を通じてトリガー信号が入るようにな
っている．周波数カウンタのデータは GB-IB ボードを用いて，力センサのデー
タレコーダは USB を用いて PC に取り込む．力センサ，周波数カウンタのデー
タの解析は次の章で説明する． 
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2.2 浮上質量法での動的な力の解析方法及び校正 
 
光波干渉計によって計測したビート周波数 fbeat 及び中心周波数 frest を用いて
可動部の速度，加速度，慣性力を求める． 
可動部の速度 vは fbeatと frestを用いて次式で表される． 
𝒗 = 𝝀𝒂𝒊𝒓(𝒇𝒓𝒆𝒔𝒕 − 𝒇𝒃𝒆𝒂𝒕)/2                          (1) 
可動部の加速度 aは v を時間微分することで求めることが出来る． 
𝒂 = d𝒗/d𝒕                                (2) 
可動部の力 Fmassは可動部の質量M と加速度 aの積によって求められる 
𝑭𝒎𝒂𝒔𝒔 = 𝑴𝒂                             (3) 
実験によって得られたデータを用い動的な力の解析手順を解説する．Fig.6 に
光波干渉計から得られた fbeat と frest の値を示す．ビート周波数より速度を求め
る．今回 He-Neレーザの波長を λair = 6.32×10-7 [m]とした．Fig.7に，ビート周波
数 fbeat より計算した可動部の速度 v を示す．最初に初速を与えた向きと反対の
向きを正の速度としている． 
 
Fig.6 干渉計より得られたビート周波数 
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Fig.7 ビート周波数より計算した可動部の速度 
Fig.8に速度を時間微分して求めた加速度を示す．また Fig9に加速度 aに質量
M を掛け合わせて計算した動的な力 Fmassを示す． 
 
Fig.8 速度を時間微分して計算した加速度 
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Fig.9 加速度より計算した動的な力 
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力センサの計測方法を説明する．衝突によって力センサが変形し，発生する
歪み量に比例した電圧値 Vを歪レコーダで測定し，静的校正係数 K との積で力
センサに作用する力を計算する．力センサでの計測結果を Ftransとする． 
Ftransと Fmassではサンプル数，サンプル間隔が違うため Ftransと Fmassを線形
補完して同じ時系列にする．本実験では力センサで得られたサンプル数のほう
が多いため Ftransの値を Fmassで得たデータと同じ時間軸に変更している．
Fig.10に力センサで測定した力 Ftransと浮上質量法を用いて高精度に測定した
Fmass及び二つの力の差 Fdiffを示す． 
 
Fig.10 Ftransと Fmassの比較 
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Fig.10から Ftransと Fmassの間には差が生じていることが分かる．この差が動
的な誤差である．この差を補正することで力センサの動的な校正を行う．動的
な校正をするにあたり，本研究室では力センサに関して以下のような仮定をお
こなった． 
(a) 力センサの構造はバネ系である(Fig.11) 
(b) 力センサの出力が力センサの変化量に比例する( xΔtransF ) 
(a)について，歪ゲージが取り付けられている力センサ本体が，S 字型構造であ
ることから仮定できる．(b)について，歪ゲージ式力センサの測定原理から仮定
できる． 
 
Fig.11 力センサの構造の模式 
(a)，(b)により力センサが変形することで力センサ自体に慣性力が生まれる．こ
の力は力センサが変形した際に移動する慣性質量 Mestimated及び力センサの加速
度 aより計算することが出来る．Fig.12は Ftrans-Fmassと aの関係を示してい
る．ここでは動的な誤差を Fdiffとしている．Fdiff =Ftrans-Fmassである． 
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Fig.12  Ftrans-Fmassと aの関係 
Fig.12から力センサ自身の加速度と力センサの動的誤差に線形的な関係があ
り，誤差の主な原因に力センサの慣性力が影響していることが分かる．また赤
直線で表される回帰直線の比例係数は慣性質量 Mestimatedを示している．したが
って今回の場合，慣性質量は 0.2883 [kg]である．この慣性質量が既知であれ
ば，力センサに加速度センサなどを取り付けることで 
𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟  =  𝑴𝒆𝒔𝒕𝒊𝒎𝒂𝒕𝒆𝒅 𝒂                         (4) 
として Fdiffとして計算が出来る．校正後の力センサのデータを Fcorrectedとする
と 
𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝  =  𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬  −  𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟  =  𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬  −  𝑴𝒆𝒔𝒕𝒊𝒎𝒂𝒕𝒆𝒅 𝒂        (5) 
となるため定数の値が分かれば校正が可能ということがわかる．しかし上記の
方法では力センサ自体に加速度センサなどの機器をとりつける必要があること
が問題となる．それを解決するために次の方法で校正する． 
力センサの出力は力センサの変形に比例しているという点に注目する．力セ
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ンサの構造をバネ質量系と仮定する．力センサの出力を Ftrans，力センサの変位
を⊿𝒙，力センサのばね定数を K とおくと 
 𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬 = 𝑲⊿𝒙                                       (6) 
となる． 
力センサの出力は変位に比例した値になるため，力センサの出力の 2 回微分
は加速度に比例した値になる．よって 
   
𝐝𝟐𝑭𝒕𝒓𝒂𝒏𝒔
𝐝𝒕𝟐
= 𝑲(d𝟐⊿𝒙/d𝒕𝟐)                               (7) 
    
𝐝𝟐𝑭𝒕𝒓𝒂𝒏𝒔
𝐝𝒕𝟐
= 𝑲𝒂                                        (8) 
    𝒂 = (d𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/d𝒕
𝟐)/𝑲                           (9) 
と表すことが出来る． 
        𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝑴𝐞𝐬𝐭𝐢𝐦𝐚𝐭𝐞𝐝 𝒂 = 𝑴𝐞𝐬𝐭𝐢𝐦𝐚𝐭𝐞𝐝(d
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/d𝒕
𝟐)              (10) 
Mestemated /K を補正係数 Ccorrectと置くと 
    𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭(d
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/d𝒕
𝟐)                     (11) 
となる．したがって力センサの動的誤差は力センサの出力の二回微分とあらか
じめ測定しておく Ccorrectの値を用いることで補正が可能となる． 
Fig.13は，Ftrans - Fdiffと力センサの出力の二回微分の関係を示している．二
つの値には明確な相関関係が見られる．Fig.13 の赤い直線が𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 =
𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭(𝐝
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/𝐝𝒕
𝟐)となる．この回帰直線の傾きの値が Ccorrectとなり，今回
の場合は Ccorrect = -2.485×10-7である．この Ccorrectを使用して動的な校正をす
る． 
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Fig.13  Ftrans - Fdiffと d2Ftrans/dt2 
Fig.14は Ftrans - Fdiffと Ccorrect d2Ftrans/dt2を比較したグラフである．Fig.14 から
わかるように動的補正によって計算した値は動的誤差を追従していることが分
かる． 
したがって力センサの出力データから Ccorrectの値と力センサの二回微分の値
の積との差をとることで動的校正が可能となる．校正後の力センサの値を
Fcorrectedとすると 
𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝 = 𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬 − 𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬 − 𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭(d
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/d𝒕
𝟐)   (13) 
と表すことが出来る． 
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Fig.14 動的誤差と補正項の比較 
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2.3 動的校正の評価方法 
 
前述の動的校正法を評価するために二乗平均平方根(RMS 値)を用いる．校正
する前の力センサの値を Ftrans，校正したあとの値を Fcorrected，精密に計測され
た動的な力を Fmassとする．また Ftransの動的誤差を Ftrans_diff，Fcorrectedの動的誤
差を Fcorrected_diffとするとそれぞれは以下のように表される． 
𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬_𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬 − 𝑭𝐦𝐚𝐬𝐬               (14) 
𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝_𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝 − 𝑭𝐦𝐚𝐬𝐬           (15) 
この値を用いて RMS値を計算する．Ftrans の動的誤差の RMS 値を
RMS(Ftrans_diff)，Fcorrected の動的誤差の RMS値を RMS(Fcorrected_diff)とすると計
算式は次のようになる． 
RMS(𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬_𝐝𝐢𝐟𝐟) = √
1
𝑁
∑(𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬 − 𝑭𝐦𝐚𝐬𝐬)2                   (16) 
 RMS(𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝_𝐝𝐢𝐟𝐟) = √
1
𝑁
∑(𝑭𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭𝐞𝐝 − 𝑭𝐦𝐚𝐬𝐬)2                (17) 
上記の式の計算で求めた RMS 値を Fig.15に示す． 
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Fig.15 校正前と校正後の動的誤差 
Fig.15より力センサの動的校正前の RMS 値よりも校正後の RMS値のほうが
低く，Ccorrectと力センサの二回微分を使った動的校正に十分に効果があること
が分かる． 
この実験に関する誤差評価を行う．Ftrans[N]に含まれる不確かさ utransを示す． 
22)( correctedcorrectdtranstrans uFFRMSu     (18) 
このとき ucorrected は Fcorrected の不確かさを示す．ucorrected は下記のような数式で求
められる． 
22)( LMMmasscorrectedcorrected uFFRMSu     (19) 
この時 uLMM は浮上質量法にて慣性力を測定する際の不確かさである．この誤差
は過去の研究より 1.1[N]であり，無視できない．[7] 
RMS(Fcorrected – Fmass)の値は Fig.15 より一定の二次曲線になると考えられる．この
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関数は以下のようになる． 
587.000581.00000621.0 2  xxy    (20) 
 
以上の流れでデータの解析，動的校正法，誤差評価をおこなう． 
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第三章 力センサのパルス幅変更実験 
 
3.1実験背景・目的 
 
 二章の動的校正法を用いて力センサの校正を行うと，同じ条件下ならば動的
誤差を下げることが可能である．しかしながらまったく同じ環境での動的校正
は困難であるため，動的校正が可能な範囲を広げることが必要となる．そこで二
章での動的校正法を用いて動的校正範囲を広げる．三章では力センサの衝突時
間であるパルス幅(半値全幅)を緩衝材により意図的に変化させることにより，校
正可能範囲の拡張をする．また動的誤差の検証をし，パルス幅が動的誤差の要因
となっているかを調べる． 
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3.2実験装置 
 
実験装置は，二章と同じものを使用した．変更点は，緩衝材を三種類使用し
た．緩衝材を三種類にすることでパルス幅を変更した．一つ目の緩衝材はゴム
板で厚さはおよそ 1 [mm]である．二つ目は円盤状のゴムで厚さは 5 [mm]であ
る．三つ目は円盤状のゴムを三つ重ねたもので厚さは 15[mm] である．一つ目
での緩衝材を Damper-A，二つ目を Damper-B，三つ目を Damper-C とした．
Fig.16に緩衝材の写真を示す． 
 
Fig.16 緩衝材の外観 
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3.3衝突実験結果 
 
Fig.17に，Damper-A を用いた力センサで測定した Ftransの値と浮上質量法で
測定した動的な力 Fmass，動的誤差である二つの力の差を示す．同じように
Fig.18，Fig.19に Damper-B，Damper-C の実験結果を示す．それぞれの値は比較
しやすいように Ftransの最大値 Fmaxがおよそ 200 [N]の値のものを選んでいる． 
Fig.17，Fig.18 ，Fig.19 からわかるようにパルス幅が変わっている． 
Fig.17  Damper-Aの衝突実験結果 
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Fig.18  Damper-Bの衝突実験結果 
 
Fig.19 Damper-C の衝突実験結果 
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Fig.20から Fig.21には Damper-Aの衝突試験全データ，Fig.22から Fig.23 には
Damper-Bの衝突試験全データ，Fig.24から Fig.25 には衝突試験 Damper-C の 18
回の衝突実験結果を示す． 
 
Fig.20 Damper-Aの衝突実験結果(Fmax = 39.9[N] ~ 139.8[N]) 
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Fig.21 Damper-Aの衝突実験結果(Fmax = 153.2[N] ~ 229.8[N]) 
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Fig.22 Damper-Bの衝突実験結果(Fmax = 30.2[N] ~ 129.3[N]) 
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Fig.23 Damper-Bの衝突実験結果(Fmax = 130.6[N] ~ 202.7[N]) 
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Fig.24 Damper-C の衝突実験結果(Fmax = 22.6[N] ~ 118.3[N]) 
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Fig.25 Damper-C の衝突実験結果(Fmax = 120.3[N] ~ 265.6[N]) 
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Fig.26に各実験のパルス幅を示す．Fig.26から分かるようにすべての値でパ
ルス幅が変化している． 
 
 
Fig.26 各実験のパルス幅 
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3.4動的な校正 
 
一章で求めた Ccorrect=2.485×10-7を使い動的な校正を行う．動的校正係数と力
センサの二階微分の積の値のグラフを示す．Fig.27が Damper-A，Fig.28 が
Damper-B，Fig.29が Damper-C のデータである．グラフから分かるように動的
校正項が動的誤差を追従している． 
 
Fig.27 Damper-Aの動的誤差と補正項 
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Fig.28 Damper-Bの動的誤差と補正項 
 
Fig.29 Damper-C の動的誤差と補正項 
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Fig.30から Fig.31に Damper-Aでの動的誤差と補正項の全データ，Fig.32か
ら Fig.33に Damper-B での動的誤差と補正項の全データ，Fig.34から Fig.35 に
Damper-C での動的誤差と補正項の 18回のデータを示す. 
 
Fig.30 Damper-Aの動的誤差と補正項(Fmax = 39.9[N] ~ 139.8[N]) 
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Fig.31 Damper-Aの動的誤差と補正項(Fmax = 153.2[N] ~ 229.8[N])
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Fig.32 Damper-Bの動的誤差と補正項(Fmax = 30.2[N] ~ 129.3[N]) 
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Fig.33 Damper-Bの動的誤差と補正項(Fmax = 130.6[N] ~ 202.7[N]) 
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Fig.34 Damper-C の動的誤差と補正項(Fmax = 22.6[N] ~ 118.3[N]) 
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Fig.35 Damper-C の動的誤差と補正項(Fmax = 120.3[N] ~ 265.6[N]) 
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3.5誤差評価 
 
力センサを校正した値を使い動的校正の効果を評価する．評価の方法として
は一章と同じく RMS値を用いて Fmassを正しい値として考える．Fig.36 に，各
パルス幅に対する RMS 値を示す．RMS(Ftrans_diff)が補正前の値であり，
RMS(Fcorrected_diff)が補正後の値である．Fig.36 から分かるように補正後の RMS
値が明らかに小さくなっている．このことから動的校正係数を使用した補正に
十分効果があることが分かる． 
 
Fig.36 各パルス幅の RMS 値 
校正後の値を用いて，今回の実験の誤差評価を行う．utrans，ucorrected は二章と同じ
である． 
22)( correctedcorrectedtranstrans uFFRMSu     (21) 
22)( LMMmasscorrectedcorrected uFFRMSu    (22) 
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パルス幅を変更した際の RMS(Fcorrected – Fmass)の値を考える．Fig．36の補正後の
値を確認してみるとパルス幅に依存しているように考えられる．各実験結果の補正後
を以下のように近似した． 
  baFFFRMS transmasscorrected  max_    (23) 
 そこで RMS(Fcorrected – Fmass)を以下のように仮定した．ここで α，β はパルス幅に関
する項，w[s]はパルス半値幅 FWHM[s]である． 
    BFwFFRMS transmasscorrected  max_     (24) 
実際に近似としてみると以下のような値になった． 
    53.00083.036.0 max_  transmasscorrected FwFFRMS   (25) 
この値の妥当性を確かめるために以下のような計算を行った．これは求めた近似
曲線が実際の RMS値にたいしてどの程度ずれているかを確かめる式である． 
      
2
max_ 53.00083.036.0
1
transmasscorrected FwFFRMS
N
C  (26) 
計算を行ったところ C = 0.14 [N]であり十分に小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
45 
 
3.6考察 
 
実験結果から今回のパルス幅内では上記の動的校正法が十分に有効であると
分かった．校正後の動的誤差の値にわずかなばらつきがあるものの，校正前よ
りも十分に動的誤差が下がっているためである． 
しかしながら校正後の誤差の値がパルス幅に依存しているため今後の実験で
慣性力以外に働いている力を突き止めることで動的誤差を少なく出来ると考え
ている． 
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第四章 慣性質量変化時の動的校正係数の影響 
 
4.1実験背景・目的 
 
 力センサで動的な力を計測する際，緩衝材などをセンサに取り付ける場合が
ある．本実験でも緩衝材や，力センサ自身の加速度を調べるために CC が取り付
けてある．このように力センサの慣性質量が変わる場合，動的校正係数も変化す
ると考えられる．動的誤差と力センサの二階微分は比例関係にあるため，力セン
サの慣性質量が変化すると動的校正係数と慣性質量は比例して変化すると考え
られる．そこで力センサに付加質量を取り付け，慣性質量を変化させ動的校正係
数がどのように変化をするのか調べる．その上で動的校正係数の算出方法を検
討する． 
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4.2実験装置 
 
実験装置は，二章と同じものを使っている．変更点は緩衝材を設置するとき
に付加質量を設置する．付加質量を変化させることにより慣性質量が変わるた
め Ccorrectの値が変化することを調べる．Fig.37 に付加質量に使ったアルミの質
量を示す． 
 
Fig.37 実際に使用した付加質量 
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4.3動的校正係数の算出 
 
6種類の重さの付加質量を使用し，Ccorrectの変化を調べる．付加質量に使用
した質量の重さは，87.7 [g]，127.5 [g]，143.2 [g]，160.9 [g]，208.6 [g]，405.4 
[g]を使用した．第二章のように動的誤差と力センサの二階微分で Ccorrect算出し
た．慣性質量は力センサの半分の質量である 0.2[kg]+付加質量である． 
Fig.38，Fig.39，Fig.40，Fig.41，Fig.42，Fig.43 に 87.7 [g]，127.5 [g]，143.2 
[g]，160.9 [g]，208.6 [g]，405.4 [g]の付加質量を取り付けた値で各 Ccorrectを求め
た．赤の回帰直線が𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭(𝐝
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/𝐝𝒕
𝟐)となる．Fig.38から Fig.43の
ラフから付加質量を変化させると Ccorrectの値も変化していることが分かる． 
 
Fig.38 付加質量 877.1 [g]のときの Ccorrect 
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Fig.39 付加質量 127.5 [g]のときの Ccorrect 
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Fig.40 付加質量 143.2 [g]のときの Ccorrect 
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Fig.41 付加質量 160.9[g]のときの Ccorrect 
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Fig.42 付加質量 208.7[g]のときの Ccorrect 
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Fig.43 付加質量 405.4 [g]のときの Ccorrect 
表 1に六種類の慣性質量と Ccorrectの値の関係図を示す． 
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表 1 慣性質量と Ccorrectの関係 
Mass [kg] Ccorrect 
0.08771 -2.14×10-7 
0.12758 -2.53×10-7 
0.14321 -2.62×10-7 
0.16091 -2.87×10-7 
0.20866 -3.37×10-7 
0.40543 -4.94×10-7 
 
このとき慣性質量と Ccorrectの関係は 
𝑭𝐝𝐢𝐟𝐟 = 𝑴𝒂 = 𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭d
𝟐𝑭𝐭𝐫𝐚𝐧𝐬/d𝒕
𝟐                               (27) 
となるため慣性質量と Ccorrectの値は比例関係になるはずである．そこで
Fig.44に付加質量Maddと Ccorrectの関係を示す． 青い線が𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭 = −𝟖. 𝟕𝟖𝟗𝟗 ×
𝟏𝟎−𝟕 × 𝑴𝒂𝒅𝒅 − 𝟏. 𝟒𝟏𝟒𝟖 × 𝟏𝟎
−𝟕 となり Ccorrectの値は慣性質量と比例関係にな
る．また Fig.44の式から Ccorrectの値が 0になるとき Madd＝160[g]となる．この
値は力センサに付加質量がない状態の慣性質量と考えられる． 
55 
 
 
Fig.44 付加質量と Ccorrectの関係 
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4.3校正係数の新たな算出方法 
 
Fig.44より Ccorrectの算出方法を新たに考える．付加質量をMadd [kg]とする
と，今回の式から 
𝐂𝐜𝐨𝐫𝐫𝐞𝐜𝐭 = −8.7899 × 10
−7 × 𝑴𝐚𝐝𝐝 − 1.4148 × 10
−7
                    (28) 
となる．したがって付加質量のないときの Ccorrectの値は 1.4148×10-7である．
したがって今回の方法での Ccorrectを使用することで適切な動的な校正が出来る
ようになる． 
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4.4考察 
 
今回の実験で Ccorrectの値が付加質量及び慣性質量によって比例関係になるこ
とが分かった．付加質量によって Ccorrectを適切な値で使用することにより正し
い動的校正が出来ることがわかった． また動的誤差の主な原因は慣性力なの
で，慣性質量の値が大きくなると動的誤差も大きくなると考えられる．そこで
慣性質量変化時の動的誤差の評価，動的校正後の動的誤差の評価をすることで
さらなる原因の追究が出来ると考える．また校正可能範囲の検証をすることで
動的校正の可能範囲を広げることが出来る． 
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第五章 ソフトウェア開発 
 
5.1 LabVIEW について 
 
今回ソフトウェアの開発は LabVIEW で行った．LabVIEW はナショナルイン
スツルメンツ社によって開発されたグラフィカル型のプログラミング言語であ
る．LabVIEW は VI(Virtual Instruments)を平面上に配置し VI と VI の間を配線す
ることでプログラミングを行う．一般的なプログラム言語比べてデータフロー
が分かりやすいという特徴がある．Fig.45に LabVIEW の配線図を示す． 
 
Fig.45 LabVIEW 配線図の一例 
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5.2動的校正用ソフトウェア 
 
今回作成したソフトウェアを Fig.46に示す． 
 
Fig.46 ソフトウェアの外観 
ユーザーは力センサの出力のテキストデータと力センサのパラメータが書い
てあるテキストデータをソフトウェアに読ませることで簡単に動的校正された
データを得ることが出来る．ユーザーは力センサのテキストデータ，力センサの
パラメータデータを入力する．パラメータデータには Ccorrect の値，動的校正が
出来るパルス幅の上限の値，下限の値が入っている．そして力センサに付加質量
がある場合は値を入力することで正しい動的校正係数になる．グラフの下には
力センサの最大値，パルス幅，動的誤差，補正した後の最大値，パルス幅，動的
誤差が表示してある．また力センサのパルス幅が校正可能な範囲にあるかを判
定する部分がある．赤いグラフの中にプロット点が入っていると校正可能，外に
いると校正が不可能となる． 
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校正法はセンサにより違うため，このソフトウェアは力センサの DB-200N(昭
和測器社製)でしか使えない．しかし構造が同じ S 字型のセンサであれば，セン
サごとに動的校正係数を測定することで他の S 字型のセンサにも対応すること
が出来る．  
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第六章 結論 
 
今回の実験により動的補正校正の可能な範囲を調べ，付加質量を取り付けた
ときの動的校正係数の算出方法の提案と，二つの実験結果を反映させた動的校
正用ソフトウェアの作成を行った． 
動的校正の範囲は，緩衝材を変えることで，力の最大値が同じでもパルス幅を
長くすることや，短くすることが出来た．今回調べたパルス幅内では動的校正係
数の値を変えずとも動的校正を行うことが出来た．また校正後の動的誤差も十
分下がり，動的校正法が有効だと考える．このことから動的誤差にパルス幅の影
響は少ないと分かった．また校正可能なパルス幅の範囲も広がった．しかしなが
らパルス幅が短くなるほど動的誤差がわずかに高くなっている傾向があるため，
パルス幅に依存する要素を発見できれば，更なる動的誤差を減少させる可能性
がある． 
緩衝材の部分に付加質量を取り付けることで，力センサの動的誤差要因であ
る慣性質量を変化させることが出来た．このことにより，付加質量に応じて動的
校正係数を変化させることが必要なことがわかり，変化に応じた動的校正係数
の計算方法を提案することが出来た．慣性質量と動的校正係数には比例関係が
あることが分かり，付加質量を精密に測ることで最適な動的校正をすることが
出来る．また校正係数と慣性質量が比例関係にあるということは，慣性質量が大
きくなるほど，動的誤差も大きくなると考えられる．そのため慣性質量変化時の
動的誤差評価を行って動的校正範囲の検証をすることが必要である．また，付加
質量に加えてパルス幅を変化させたときの動誤差及び校正法の再考も必要であ
る． 
校正可能なパルス幅の範囲の情報と，付加質量がある場合の動的校正係数の
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値を反映できるように LabVIEW でソフトウェアを作成した．ソフトウェアは，
力センサの出力データとパラメータのデータ，付加質量を入れることで校正可
能な範囲の判定，正しい校正係数での校正が可能となった．力センサの出力デー
タ及びパラメータデータはテキスト形式である．パラメータのデータには付加
質量無しの場合の動的校正係数，付加質量ありの場合の校正係数，パルス幅の校
正可能な下限の式，上限の式が入力されている．また校正可能な範囲については
グラフを描くことで分かりやすくソフトウェアを作成した． 
今後，S 字型力センサを様々な条件下での実験をすることにより校正可能な範
囲を拡大することで更なる動的校正法の構築が必要である．また校正可能なセ
ンサの種類を増やし，ソフトウェアに対応させることも必要である． 
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